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１.総論  

1.1 はじめに 

パワーエレクトロニクスは，1969 年に H.F. Storm による説

明(1)が行われているが 1973 年の W.E. Newell による定義(2)が

国内では一般的であり，電力，電子及び制御の技術を総合し

たエレクトロニクスの技術分野と定義されている。 

SCR（サイリスタ）が商品化されて半世紀以上になり，パ

ワーエレクトロニクスは電気エネルギーの発生から消費に

至るすべての分野で基盤技術になってきた。この間の急速な

変化，新陳代謝の過程で，発達の基礎が築かれた 1960 年代

の多くの資料が入手困難になり，当時の記憶が薄れてきてい

る。この技術の今後の発展のためにも，先人の努力を将来に

伝えるべく「パワーエレクトロニクスの発達史と将来展望協

同研究委員会」が，2013 年 2 月から 2015 年 1 月の 2 年間で

調査活動を行った。 

 

1.2 調査の基本的考え方 

 本協同研究委員会における調査は以下の考え方に従って

行った。 

・ 我が国のパワーエレクトロニクス(以下 PE)の研究・開

発に限る。 

・ サイリスタ出現以前の水銀整流器，磁気増幅器などの

技術は現在の PE の基礎になっている。これらの技術に

関しても可能な限り取り上げる。 

・ IPEC-Tokyo1983(1983)，電気学会産業応用部門発足

(1986）頃までに PE 技術は発展の基礎が築かれ，IGBT

の実用化によって一気に応用が拡大した。この時期以

降の文献，資料の入手は容易であり，記憶もまだ新し

いことから，1985 年頃までの技術の発展の状況を調査

する。これ以降に関しては次期の調査に任せる。 

・ 黎明期に研究・開発に携わられた方々からの聞き取り

調査を可能な限り行う。 

 

1.3 報告内容 

表 1.1 にパワーエレクトロニクスと関連技術の変遷を示

す。2 章以降で報告する各分野の発達史に共通的な事項をそ

れらの時代背景がわかる年表で示している。 

2 章以降に下記に示す各分野別の発達史をまとめている。 

 

1） SCR 登場以前の電力変換技術 

2） パワー半導体デバイス 

3） パワー半導体デバイス適用技術 

4） モータドライブ 

5） 鉄鋼分野 

6） 鉄道分野 

7） 電源装置 

8） 電力系統応用 

9） 家電分野 

10） 輸送機器 

11） 標準規格と用語集 

12） 学会活動の変遷と委員会活動 

13） 研究開発 

 

なお，これらの分野において 1985 年の段階ですでに成熟

した分野と，まだ初期段階の分野がある。その後の進歩によ

り現在は普通に実用されている技術ではあっても 1985 年頃

までの状況の報告にとどめた。 

最後に，学会と委員会活動の変遷，日本発の技術と聞き取

り調査の結果を記載している。 

 

1.4 まとめ 

PE 技術の礎は 1930 年代の水銀整流器とその応用研究・開

発に遡り，今日の発展は制御理論，マイクロエレクトロニク

ス，信号処理やシミュレーション技術などの広いすそ野の上

に成り立っている。 

10 年後，20 年後に新しい技術が実用化されるためには，

いま何が必要であるのかを，PE 技術の発達の歴史から考え

ていただけたら幸いである。 
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